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2020年度事業報告書

特定非営利活動法人 ばつぷす

1 事業の成果

①.AVや性産業に取 り込まれた人などへの相談支援事業
2020年 4月 以降、外出自粛要請やステイホーム週間の呼び掛けで、在宅で過ごす人が増えたこ

とから、デジタル性暴力の被害相談が急増 した。2020年 4月 ～2021年 3月 末の時点で281件であっ

た (前年度は総数182件 )。 主な相談内容は、インターネット上における性的画像記録拡散被害
が大半であった。

今年はコロナ禍ということもあり、相談者の中でも、性風俗産業に従事 しながら生活困窮に

陥る相談者が出たことから、「今都内にいて、夜のしごと、性風俗で困っている女性へ」とい

うアウトリーチ活動をインターネット上で行い、相談を寄せられた方に対 しソーシャルワーク

を実施 した。合計2名 が生活再建に至った。
また、Zoom等のオンラインコミュニケーションツールを活用 し相談支援にあたることも多

かった。

②。研修会やシンポジウム開催による社会啓発事業
コロナ禍により2020年 4月 以降の講師派遣のほとんどが中止になったが6月 以降、Zoomを活用

し、10月 以降は 3密を避けながら現地での講演を計12か所で行った。講演活動を通 じて、新規

被害相談に繋がったケースも3件ほどあった。今後は、講演活動を通 じたアウトリーチの有効
性について検討 していきたい。性暴力被害相談を受ける団体のケース会議において、デジタル

性暴力のケースの対応方法について講師として招かれたこともあり、デジタル性暴力被害の関
心度の高さを知ることができた。

その他、当団体が所属 しているJMTIP(人身売買禁止ネットワーク)において、関係府省庁
の担当者と意見交換を行った。本意見交換後、刑事事件化向けて捜査が行われたケースもあっ

た。また、東京弁護士会民事介入暴力特別委員会との交流、当団体が所属 している刑法改正市

民プロジェク トヘの参加、民間支援団体・就労移行支援団体と意見交換を通 して、性的搾取 0

デジタル性暴力の現状と対策について訴えた。性的画像を撮らせないスマー トフォンの開発を
OSベンダーに働きかけるキャンペーンを展開した。 国際連携では、中国・韓国・台湾とデジタ
ル性暴力に関する予防啓発の連携を行った。米国 Exodus Cry等 が主催するTrafficking Hub

キャンペーンでは、当団体は日本国内のキャンペーン展開を行った。
性教育について、AVの制作過程や販売や拡散等によって多くの若年女性たちが性的同意を奪

われているにも関わらず、AV業界団体が性教育界隈の人たちにかなり働きかかけて、性教育者
たちが誤つたメッセージ発信 していることを憂慮 し、2020年 11月 に「性的同意とAV勉強会」を

開催 し、今後の性教育のあり方や加害予防教育の必要性などを検討 した。

③.上記事業に関する報告書等出版事業
独立行政法人鵬M助成事業として、「意に反して拡散した性的画像記録の削除要請事業報告

書」を作成した。当団体活動報告書は2021年 9月 に刊行予定。

④.ネ ット・ メディアによる広報活動
デジタル性暴力・性的搾取に関する出来事・月間等があるときに、主要メディアから取材を

受けるようになった。ホームページ 「デジタル性暴力被害者支援センター」を開設 し、デジタ
ル性暴力に特化 した相談窓口を設置 した。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業
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1.相談支援事業
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(2)その他の事業
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書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 2年度活動計算書
事 業 報 告 用

単 柿 :F

科 目 合計

賛助会員受取会費

5,601,

受取民間助成金 23,922,

事業収益 (講師料)

事業収益 (書籍販売)
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780,000

3,990

2,100
55,000

89,150
1,870

2,000
125,290

143,073

36,900
443,333

3,487

給料手当
0

650,000

766,

福利厚生費
消耗品費
通信運搬費
地代家賃
旅費交通費
業務委託費
租税公課
支払手数料

26,857
12,980

103,115

3,600

360,000



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ぱっぷす

現金預金

ゆうちょ銀行 (総合 )

ゆうちょ銀行 (振替 )

ゆうちょ銀行 (WAM)

みずほ銀行
三菱UFJ銀 行
仮払金

149,210.

3,694,2911

1,674,2051

1,354,526.

1,648.

25,686
115,514

ソフ トウェア

借地権

3,356,667

敷金 150,000

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,521,747

ヨー 1 日 1 1日 d ::111

freeeVISAカ ー ド

未払金

預 り金 (住民税)

預 り金 (源泉所得税)

前受金

l6l,3l7
297,363
20,200

265, 535
0

い

814.41

3-2 正  味 『 産 の 部

796,389
910.943

5,

3_

9 707Fヨ 「 藤  合

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 10,521,



16 28

令和 2年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 ぱつぷす

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 2日 最終改正

NPO法 人会計基準協議会)に よっています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法

該当なし

(2)引 当金の計上基準
該当なし

(3)消 費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。



書式第 17号 (法第 28条関係 ) 事 業 報 告 用

令和 2年度 財産目録

現金預金
手元現金
ゆうちょ銀行 (総合)

ゆうちょ銀行 (振替)

ゆうちょ銀行 (‖M)

みずほ銀行
三菱UFJ銀行

未収金
仮払金

115,5141

棚卸資産

什器備品

車両運搬具

ソフ ト ェ ア

ステム 3,356,667

3,356,667

借地権

事務所

長期貸付金

【A】 資 産 合 計 ①+② 10,521

住民税
前受金

受取民間助成金

預 り

未払金
freeeVisaカ ー ド

法人税
諸ロ

161,3171

70,000

297,363

265,535'

20,2001

長期借入金

退職給付引当金

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 814,41

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 9,707,



書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和2年度 年間役員名簿 (前事業年度において役員であったことがある全員の氏名及び住所又は居所並

びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

特定非営利活動法人 ばつぷす

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係 )

□各役員について、親族の規定に違反 していません。 (法第 21条関係 )

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ)

住 所 又 は 居 所
前事業年度内の

就任期間

報酬 を受けた期間
(該 当者のみに記入)氏   名

1

/~ヽ

0。監事 (カ ナジリカズナ) 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月 日

日年   月金尻 カズナ

2

⌒

∪・監事 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月   日

月 日

3
′
~ヽ

∪・監事
令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

4

′
~ヽ

り
・監事 令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年   月   日

年  月  日

5

′
~ヽ

r理事 。監事
_ヽノ

令和2年 4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年

6

/~ヽ

り・監事 令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年

年

月

月

日

日

7
r理事
_ヽノ

監事
令和2年4月 1日

令和3年3月 31日

年

年

月

月

日

日

8

′
~ヽ

理事渠窒ヲ
令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年  月  日

年 月 日

Ｑ

υ

ノ
~ヽ

理事じ
令和2年4月 1日

令和3年 3月 31日

年 月

月

日

日年



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

設立・事業報告用

社員名簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

令和3年6月 20日 現在

特定非営利活動法人 ばっぷす

氏   名 住 所 又 は 居 所

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12


